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１ リスクアセスメントの実施は、努力義務 

 
職場における労働者の安全と健康の確保をより一層推進するため、労働安全衛生法が

平成 18 年４月１日より改正されました。この改正により労働安全衛生法に危険性又は

有害性等の調査（リスクアセスメント）の実施が努力義務規定として設けられ、安全管

理者を選任しなければならない業種の事業者（自動車整備業も含まれます。）によるリ

スクアセスメントの実施とその結果に基づき必要な措置を講ずることが定められまし

た。 
 
労働安全衛生法 

（事業者の行うべき調査等） 
第 28 条の２ 事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、建設物、設備、原材料、

ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性

等を調査し、その結果に基づいて、この法律又はこれに基づく命令の規定による措置

を講ずるほか、労働者の危険又は健康障害を防止するため必要な措置を講ずるように

努めなければならない。ただし、当該調査のうち、化学物質、化学物質を含有する製

剤その他の物で労働者の危険又は健康障害を生ずるおそれのあるものに係るもの以外

のものについては、製造業その他厚生労働省令で定める業種に属する事業者に限る。 
２ 厚生労働大臣は、前条第１項及び第３項に定めるもののほか、前項の措置に関して、

その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。 
 

（技術上の指針等の公表等） 
第 28 条 厚生労働大臣は、第 20 条から第 25 条まで及び第 25 条の２第１項の規

定により事業者が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るため必要な業種又

は作業ごとの技術上の指針を公表するものとする。 
２ （略） 
３ 厚生労働大臣は、次の化学物質で厚生労働大臣が定めるものを製造し、又は

取り扱う事業者が当該化学物質による労働者の健康障害を防止するための指針

を公表するものとする。 
(1) 第 57 条の３第４項の規定による勧告又は第 57 条の４第１項の規定による

指示に係る化学物質 
(2) 前号に掲げる化学物質以外の化学物質で、がんその他の重度の健康障害を

労働者に生ずるおそれのあるもの 
４ （略） 

 
３ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導、援

助等を行うことができる。 
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労働安全衛生規則 

（危険性又は有害性等の調査） 
第 24 条の 11 法第 28 条の２第１項の危険性又は有害性等の調査は、次に掲げる時期に

行うものとする。 
(1) 建設物を設置し、移転し、変更し、又は解体するとき。 
(2) 設備、原材料等を新規に採用し、又は変更するとき。 
(3) 作業方法又は作業手順を新規に採用し、又は変更するとき。 
(4) 前３号に掲げるもののほか、建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、

又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等について変化が生じ、又は

生ずるおそれがあるとき。 
２ 法第 28 条の２第１項ただし書の厚生労働省令で定める業種は、令第２条第１号に掲

げる業種及び同条第２号に掲げる業種（製造業を除く。）とする。 
 

労働安全衛生法施行令 

（総括安全衛生管理者を選任すべき事業場） 
第２条 労働安全衛生法（以下「法」という。）第 10 条第１項の政令で定める規

模の事業場は、次の各号に掲げる業種の区分に応じ、常時当該各号に掲げる数

以上の労働者を使用する事業場とする。 
１ 林業、鉱業、建設業、運送業及び清掃業 100 人 
２ 製造業（物の加工業を含む。）、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信

業、各種商品卸売業、家具・建具・じゆう器等卸売業、各種商品小売業、家

具・建具・じゆう器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備

業及び機械修理業 300 人 
３ その他の業種 1,000 人 

  
 

（注） 労働安全衛生法第 28 条の２では、リスクアセスメントを実施すべき業種を定

めているのであって労働者数は要件となっていません。 
従って、自動車整備業であれば、労働者が１人以上であってもリスクアセスメ

ントの実施義務が生じます。 
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２ 法改正による取り組みの促進 

 
前述のように、改正労働安全衛生法によりリスクアセスメントの実施が努力義務化さ

れました。これに併せてリスクアセスメントの取り組みを促進するため、事業場の各級

管理・監督者の業務やその教育内容等にその内容が必須項目として追加されました。 
（１）総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者等の業務に追加 

（２）安全・衛生委員会の付議事項に追加 

（３）安全管理者、職長教育の教育内容に追加 

（４）機械等の設置に伴う計画届の免除要件として明記 

 
（１）総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者等の業務に追加 

労働安全衛生法第 10 条～第 12 条に定められた総括安全衛生管理者、安全管理者、

衛生管理者の業務としてリスクアセスメント及びその結果に基づき講ずる措置が追

加されました。 
労働安全衛生法 

（総括安全衛生管理者） 
第 10 条 事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、厚生労働省令で定めると

ころにより、総括安全衛生管理者を選任し、その者に安全管理者、衛生管理者又

は第 25 条の２第２項の規定により技術的事項を管理する者の指揮をさせるとと

もに、次の業務を統括管理させなければならない。 
(1) 労働者の危険又は健康障害を防止するための措置に関すること。 
(2) 労働者の安全又は衛生のための教育の実施に関すること。 
(3) 健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。 
(4) 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。 
(5) 前各号に掲げるもののほか、労働災害を防止するため必要な業務で、厚生労

働省令で定めるもの。 
２～３ （略） 
 

第 25 条の２ 建設業その他政令で定める業種に属する事業の仕事で、政令

で定めるものを行う事業者は、爆発、火災等が生じたことに伴い労働者の

救護に関する措置がとられる場合における労働災害の発生を防止するた

め、次の措置を講じなければならない。 
(1) 労働者の救護に関し必要な機械等の備付け及び管理を行うこと。 
(2) 労働者の救護に関し必要な事項についての訓練を行うこと。 
(3) 前２号に掲げるもののほか、爆発、火災等に備えて、労働者の救護に

関し必要な事項を行うこと。 
２ 前項に規定する事業者は、厚生労働省令で定める資格を有する者のうち

から、厚生労働省令で定めるところにより、同項各号の措置のうち技術的

事項を管理する者を選任し、その者に当該技術的事項を管理させなければ

ならない。 
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労働安全衛生規則 

（総括安全衛生管理者が統括管理する業務） 
第３条の２ 法第 10 条第１項第５号の厚生労働省令で定める業務は、次のとおり

とする。 
(1) 安全衛生に関する方針の表明に関すること。 
(2) 法第 28 条の２第１項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講

ずる措置に関すること。 
(3) 安全衛生に関する計画の作成、実施、評価及び改善に関すること。 

  
 

労働安全衛生法 

（安全管理者） 
第 11 条 事業者は、政令で定める業種及び規模の事業場ごとに、厚生労働省令で

定める資格を有する者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、安全管

理者を選任し、その者に前条第１項各号の業務（第 25 条の２第２項の規定によ

り技術的事項を管理する者を選任した場合においては、同条第１項各号の措置に

該当するものを除く。）のうち安全に係る技術的事項を管理させなければならな

い。 
２ （略） 
 

（衛生管理者） 
第 12 条 事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、都道府県労働局長の免許

を受けた者その他厚生労働省令で定める資格を有する者のうちから、厚生労働省

令で定めるところにより、当該事業場の業務の区分に応じて、衛生管理者を選任

し、その者に第 10 条第１項各号の業務（第 25 条の２第２項の規定により技術

的事項を管理する者を選任した場合においては、同条第１項各号の措置に該当す

るものを除く。）のうち衛生に係る技術的事項を管理させなければならない。 
２ （略） 
 

（安全衛生推進者等） 
第 12 条の２ 事業者は、第 11 条第１項の事業場及び前条第１項の事業場以外の事

業場で、厚生労働省令で定める規模のものごとに、厚生労働省令で定めるところ

により、安全衛生推進者（第 11 条第１項の政令で定める業種以外の業種の事業

場にあっては、衛生推進者）を選任し、その者に第 10 条第１項各号の業務（第

25 条の２第２項の規定により技術的事項を管理する者を選任した場合において

は、同条第１項各号の措置に該当するものを除くものとし、第 11 条第１項の政

令で定める業種以外の業種の事業場にあっては、衛生に係る業務に限る。）を担

当させなければならない。 
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（２）安全・衛生委員会の付議事項に追加 
労働安全衛生規則第 21 条、第 22 条に定められた安全・衛生委員会等の機能を強

化するため、その調査付議事項としてリスクアセスメント及びその結果に基づき講

ずる措置が追加されました。 
労働安全衛生規則 

（安全委員会の付議事項） 
第 21 条 法第 17 条第１項第３号の労働者の危険の防止に関する重要事項には、次

の事項が含まれるものとする。 
(1) 安全に関する規程の作成に関すること。 
(2) 法第 28 条の２第１項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講

ずる措置のうち、安全に係るものに関すること。 
(3) 安全衛生に関する計画（安全に係る部分に限る。）の作成、実施、評価及び

改善に関すること。 
(4)～(5) （略） 

 
労働安全衛生法 

（安全委員会） 
第 17 条 事業者は、政令で定める業種及び規模の事業場ごとに、次の事項を

調査審議させ、事業者に対し意見を述べさせるため、安全委員会を設けな

ければならない。 
(1) 労働者の危険を防止するための基本となるべき対策に関すること。 
(2) 労働災害の原因及び再発防止対策で、安全に係るものに関すること。 
(3) 前２号に掲げるもののほか、労働者の危険の防止に関する重要事項 

２～５ （略） 
 

（衛生委員会の付議事項） 
第 22条 法第 18条第１項第４号の労働者の健康障害の防止及び健康の保持増進に

関する重要事項には、次の事項が含まれるものとする。 
(1) 衛生に関する規程の作成に関すること。 
(2) 法第 28 条の２第１項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講

ずる措置のうち、衛生に係るものに関すること。 
(3) 安全衛生に関する計画（衛生に係る部分に限る。）の作成、実施、評価及び

改善に関すること。 
(4)～(8) （略） 

 
労働安全衛生法 

（衛生委員会） 
第 18 条 事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、次の事項を調査審議

させ、事業者に対し意見を述べさせるため、衛生委員会を設けなければな

らない。 
(1) 労働者の健康障害を防止するための基本となるべき対策に関するこ
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と。 
(2) 労働者の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関するこ

と。 
(3) 労働災害の原因及び再発防止対策で、衛生に係るものに関すること。 
(4) 前３号に掲げるもののほか、労働者の健康障害の防止及び健康の保持

増進に関する重要事項 
２～４ （略） 

  
 

（３）安全管理者、職長教育の教育内容に追加 
安全管理者がその職務を的確に遂行する実務能力を担保するため、その選任に当

たっては従来の学歴と実務経験に加えて一定の研修を受けることが要件となり、そ

の研修科目にリスクアセスメントに関する内容が含まれました。 
また、事業者責任として行わなければならない監督者（職長）の教育科目に追加

されました。 
労働安全衛生規則 

（安全管理者の資格） 
第５条 法第 11 条第１項の厚生労働省令で定める資格を有する者は、次のとおり

とする。 
(1) 次のいずれかに該当する者で、法第 10 条第１項各号の業務のうち安全に係

る技術的事項を管理するのに必要な知識についての研修であって厚生労働大

臣が定めるものを修了したもの 
イ （略） 
ロ （略） 

(2) 労働安全コンサルタント 
(3) 前２号に掲げる者のほか、厚生労働大臣が定める者 

  
 

基発第 0224004 号 （平成 18 年２月 24 日付け） 

労働安全衛生規則第５条第１号の厚生労働大臣が 
定める研修に係る具体的事項について 

 
１ 第１号関係 

(1) 安全管理者選任時研修の科目の範囲等 
ア 安全管理者選任時研修は、次の表の科目の欄に掲げる研修科目に応じ、そ

れぞれ同表の範囲の欄に掲げる範囲について行われるもの（施行日前に行わ

れるものを含む。）であること。 
科  目 範  囲 

安全管理 

・ 企業経営と安全 

・ 安全管理者の役割と職務 

・ 総合的な安全衛生管理の進め方 
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・ 安全活動 

・ 労働災害の原因の調査と再発防止対策 

事業場における安全衛生の水準の

向上を図ることを目的として事業者

が一連の過程を定めて行う自主的

活動（危険性又は有害性等の調査

及びその結果に基づき講ずる措置

を含む。） 

・ 危険性又は有害性等の調査及びその結

果に基づき講ずる措置 

・ 労働安全衛生マネジメントシステム 

安全教育 

・ 安全教育の実施計画の作成 

・ 安全教育の方法 

・ 作業標準の作成と周知 

関係法令 

・ 労働安全関係法令(労働者派遣事業の

適正な運営の確保及び派遣労働者の就

業条件の整備に関する法律(昭和 60 年法

律第 88 号。以下「労働者派遣法」という。)

の関係条文を含む。) 

イ～ウ 略 
(2) 安全管理者選任時研修の科目の一部免除 

次の表の免除を受けることができる者の欄に掲げる者については、それぞれ

同表の免除する科目の欄に掲げる科目の範囲で、安全管理者選任時研修の一部

を免除することができること。 
免除を受けることができる者 免除する科目 

１ 労働災害防止のための業務に従事する者に対する能

力向上教育に関する指針(平成元年能力向上教育指

針公示第１号)別表１に基づく安全管理者能力向上教

育(初任時)を修了した者 

安全管理及び 

安全教育 

２ 平成 12 年９月 14 日付け基発第 577 号の別添３に基

づくリスクアセスメント担当者(製造業等)研修及び平成

11 年６月 11 日付け基発第 372 号の別添２に基づく労

働安全衛生マネジメントシステム担当者研修を修了し

た者 

危険性又は有害性等

の調査及びその結果

に基 づき講 ずる措 置

等 

３ 平成 13 年３月 26 日付け基発第 177 号の別紙１に基

づく職長等教育講師養成講座又は別紙３に基づく職

長・安全衛生責任者教育講師養成講座を修了した者 

安全管理及び 

安全教育 

２～３略 
  

 
労働安全衛生規則 

（職長等の教育） 
第 40 条 法第 60 条第３号の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 法第 28 条の２第１項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講

ずる措置に関すること。 
(2)～(3) 略 
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２ 法第 60 条の安全又は衛生のための教育は、次の表の上欄に掲げる事項につい

て、同表の下欄に掲げる時間以上行わなければならないものとする。 
事   項 時 間 
法第 60 条第１号に掲げる事項 ２時間 
法第 60 条第２号に掲げる事項 2.5 時間 
前項第１号に掲げる事項 

(1) 危険性又は有害性等の調査の方法 
(2) 危険性又は有害性等の調査の結果に基づき講ずる措置 
(3) 設備、作業等の具体的な改善の方法 

４時間 

前項第２号に掲げる事項 1.5 時間 
前項第３号に掲げる事項 ２時間 

３ 事業者は、前項の表の上欄に掲げる事項の全部又は一部について十分な知識及

び技能を有していると認められる者については、当該事項に関する教育を省略す

ることができる。 
 

労働安全衛生法 

第 60 条 事業者は、その事業場の業種が政令で定めるものに該当するときは、

新たに職務につくこととなった職長その他の作業中の労働者を直接指導又は

監督する者（作業主任者を除く。）に対し、次の事項について、厚生労働省令

で定めるところにより、安全又は衛生のための教育を行なわなければならな

い。 
(1) 作業方法の決定及び労働者の配置に関すること。 
(2) 労働者に対する指導又は監督の方法に関すること。 
(3) 前２号に掲げるもののほか、労働災害を防止するため必要な事項で、厚

生労働省令で定めるもの 
  

 
（４）機械等の設置に伴う計画届の免除要件として明記 

事業者の自主的安全衛生活動の取り組みを促進するため、事業場においてリスク

アセスメントと労働安全衛生マネジメントシステムを適切に実施しており、一定の

安全衛生水準を上回る事業者は、行政機関（所轄労働基準監督署長）の認定を受け

ることにより、労働安全衛生法第 88 条第１項及び第２項に基づき一定の建設物や

機械の設置・移設等に必要とされる計画の届出義務が免除されます。 
 

労働安全衛生法 

（計画の届出等） 
第 88 条 事業者は、当該事業場の業種及び規模が政令で定めるものに該当する場

合において、当該事業場に係る建設物若しくは機械等（仮設の建設物又は機械等

で厚生労働省令で定めるものを除く。）を設置し、若しくは移転し、又はこれら

の主要構造部分を変更しようとするときは、その計画を当該工事の開始の日の
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30 日前までに、厚生労働省令で定めるところにより、労働基準監督署長に届け

出なければならない。ただし、第 28 条の２第１項に規定する措置その他の厚生

労働省令で定める措置を講じているものとして、厚生労働省令で定めるところに

より労働基準監督署長が認定した事業者については、この限りでない。 
  

 
労働安全衛生規則 

（法第 88 条第１項ただし書の厚生労働省令で定める措置） 
第 87 条 法第 88 条第１項ただし書（同条第２項において準用する場合を含む。）

の厚生労働省令で定める措置は、次に掲げる措置とする。 
(1) 法第 28 条の２第１項の危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講

ずる措置 
(2) 前号に掲げるもののほか、第 24 条の２の指針に従って事業者が行う自主的

活動 
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３ リスクアセスメントとは 

 

（１）リスクアセスメントとは 

リスクアセスメントは、「危険性又は有害性によって生ずるおそれのある負傷又は

疾病の重篤度及び発生する可能性の度合」（リスク）を評価する（アセスメント）こ

とです。事業者自らが職場に潜む危険性又は有害性を特定し、それによる労働災害

（健康障害を含む）の重篤度（災害の程度）とその災害が発生する可能性を組み合

わせてリスクを見積もり、そのリスクの大きさに応じて対策の優先度を決めた上で、

リスクの除去、低減措置を検討し、その結果を記録する一連の安全衛生管理手法で

す。リスクアセスメントは、概ね次の流れに沿って進めます。 
 

① 職場に潜在するあらゆる危険性又は有害性を特定する。 

② これらの危険性又は有害性ごとに、既存の予防措置による災害防止効果

を考慮の上、リスクを見積る。 

③ 見積りに基づきリスクを低減するための優先度を設定し、リスク低減措

置の内容を検討する。 

④ 優先度に対応したリスク低減措置を実施する。 

⑤ リスクアセスメントの結果及び実施したリスク低減措置を記録して、災

害防止のノウハウを蓄積し、次回のリスクアセスメントに活用する。 

 
このように、リスクアセスメントは、労働災害防止のための予防的手段（先取り

型）であり、従来までの自社で発生した（他社で発生した）労働災害から学び、労

働災害発生後に行う事後対策（後追い型）とは異なる安全衛生対策の取組みです。 
 

（２）「自主的な安全衛生対策」へのシフトチェンジ 

平成 15 年夏以来、大規模製造業において爆発・火災等の重大災害が頻発し、重

大災害の発生件数も増加傾向を示しました。その原因として生産工程の多様化・複

雑化の進展に伴い新たな機械設備・化学物質が導入され、事業場内の危険性又は有

害性が多様化しことにあります。 
従来、労働者の安全や健康の問題が起きないようにするための管理として、法律

で労働災害防止のために事業者が講ずべき措置義務が定められてきました。しかし、

これらは過去の災害等を教訓として作られた最低の基準であり、言い換えると実際

の被害が発生した後でなければ規制されないなどの問題がありました。 
つまり、この措置義務を守るだけでは対策が後手にまわることが多く、さらには、

作業工程の多様化や使用される設備や、原材料、化学物質等の数が多くなり、安全

衛生対策として万全ではないことがわかってきました。 
このため、今、個々の会社（事業場）の作業の実態や特性を的確にとらえた会社

自らが行う自主的な安全衛生対策が求められるようになりました。その答えの一つ

が『リスクアセスメント』です。 
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４ リスクアセスメントの目的と導入による効果 

 
（１）リスクアセスメントの目的 

事業者は、作業現場に潜んでいる危険の源（実際にケガや健康障害が起こったり、

作業が中断したり、設備が損傷を受けたり、また、作業現場周辺の環境や公衆にま

で害が及ぶような要因）をできるだけ取り除き、労働災害が生じない快適な作業現

場にすることが必要です。 
 

（２）リスクアセスメントの導入による効果 
リスクアセスメントを導入・実施することにより次のような効果が期待されます。 

 
① 作業現場のリスクが明確になります 

作業現場の潜在的な危険性又は有害性が明らかになり、危険の芽を事

前に摘むことができます。 
 
② リスクに対する認識を共有できます 

リスクアセスメントは現場の作業者の参加を中心に、管理監督者とと

もに進めるので、職場全体の安全衛生のリスクに対する共通の認識を持

つことができるようになります。 
 
③ 本質安全化を主眼とした技術的対策への取組みができます 

リスクアセスメントではリスクの大きさに対応した安全衛生対策を選

択することが必要となるため、本質安全化を主眼とした技術的対策への

取組みを進めることになります。 
 
④ 安全衛生対策の合理的な優先順位が決定できます 

リスクアセスメントの結果を踏まえ、リスクの見積り結果等により安

全衛生対策を講ずべき優先順位を決めることができます。 
 
⑤ 残留リスクに対して「守るべき決めごと」の理由が明確になります 

技術的、時間的、経済的にすぐに適切なリスク低減措置ができない場

合、暫定的な管理的措置を講じた上で、対応を作業者の注意に委ねるこ

とになります。この場合、リスクアセスメントに作業者が参加している

と、なぜ、注意して作業しなければならないかの理由が理解されている

ので、守るべき決めごとが守られるようになります。 
 

⑥ 費用対効果の観点から有効な対策が実施できます 
リスクアセスメントにおいて明らかになったリスクやその低減措置ご

とに緊急性と人材や資金など、必要な経営資源が具体的に検討され、費

用対効果の観点から合理的な対策を実施することができます。 
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５ リスクとは 

 
（１）用語の定義 

平成 18 年３月に公表された「危険性又は有害性等の調査等に関する指針」（以下

「指針」）では、用語を次のとおり定義しています。 
 

 
建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業行動その

他業務に起因する危険性又は有害性 
 
【危険性の分類例】 

● 機械等による危険性 
● 爆発性の物、発火性の物、引火性の物、腐食性の物等による危険性 
● 電気、熱その他のエネルギーによる危険性 
● 作業方法から生ずる危険性 
● 作業場所に係る危険性 
● 作業行動等から生ずる危険性 

 
【有害性の分類例】： 

● 原材料、ガス、蒸気、粉じん等による有害性 
● 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による有害性 
● 作業行動等から生ずる有害性 

 
 

 
危険性又は有害性によって生ずるおそれのある負傷又は疾病の重篤度及び

発生する可能性の度合 
 

なお、「危険性又は有害性」とは、労働者に負傷又は疾病を生じさせる潜在的な根

源であり、ISO（国際標準化機構）、ILO（国際労働機関）等においては「危険源」、

「危険有害要因」、「ハザード（hazard）」等の用語で表現されています。 
 

 
事業場の建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業

行動その他業務に起因する危険性又は有害性等の調査 
 

「危険性又は有害性」 

「調 査」 

「リスク」 
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（２）「危険性又は有害性」と「リスク」の違いとは 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

危険性又は有害性             リ ス ク 
図２－１ 危険性又は有害性とリスクの違い 

 
左の図はライオンがいるという危険性（ハザード）はありますが、人がいないた

めライオンによる災害には結びつきません。しかし、右の図のように、そこに人が

いるということでライオンに襲われケガをするという災害発生の可能性が生じます。

これが「リスク」であり、「危険性又は有害性」とは明確に区別して理解する必要

があります。 
 


